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労働力価値の変動の歴史的分析および

労働力価値の下限の計測

労働力の価値E価格の関係について(2)ーァー

小川和憲

I はじめに

先の論文(労働力の価値と価格の関係についてけー労働力価値の変動の理論的分析)

で明らかにしたように，労働力価値は長期傾向的に上昇する。そして産業資本

主義段階では，実質賃金は労働力の価値を中心に上下に変動しながら，長期傾

向的には両者は一致していた。ところが独占資本主義段階以降，ことに国家独

占資本主義段階には生産力の著しい発展，労働者階級の闘争力の強化，資本主

義的諸矛盾の激化と牛活様式の変化といった諸要因によって，労働力価値は累

積的に増加し，実質賃金は労働力価値を傾向的に下まわるようになった。

この小論では第一に，以上の理論的分析の結果をご〈簡単に歴史的に検証し

たいと思う。なぜなら，なんらかの理論的結論は歴史的に証明されてはじめて

真理たりうるからである。それから第三に，現代の日本において，労働力価値，

特にその下限をいかなる生活水準におくかを検討することとする。この問題は

資本制的蓄積がいかなるメカニズムで貧困を創出するか，すなわち労働力価値

=生活水準の上昇が労働者生活の真の向上をもたらさず，かえって自営業を分

解し，婦人を有業者化させて不安定就労者を創出し，低賃金基盤を拡大強化す

るのだということ，いいかえると労働力の価値と価格の兼離という「新しい貧

困」が不安定就労，低賃金，低生活水準といった「古典的貧困Jを創出する複

雑な資本制的蓄積の法則を理解するうえできわめて重要である。
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II 労働力価値と価格の帯離の歴史的分析

労働力の価値と価格が資本主義のいかなる段階から講離するようになったか

については，すでに理論的にはかなり明らかにしてきた。ここではごく簡単に

歴史的にみることにする。

産業資本主義段階では労働力の価値と価格は一致していたと考えねばならな

い。なぜならこの段階では，労働者は自己の生活は自分達の収入でまかない，

とにかく労働力の再生産が可能であった以上，労働力の価値と価格は一致して

いたと考えねばならないから吉ある。もちろん，個々の労働者については労働

力の価値以下の賃金しか支払われない者が多くいたであろうが，その場合には，

婦人中児童の多就業によって生活を維持し，労働力の価値と価格を一致せしめ

たのであって九 こうして社会的・全体的にみると両者は一致していたのであ

る。このような労働者が向分達の生活は自分違の努力でなんとか維持Lなけれ

ばならない状熊は，当時の，彼らが依存すべき実効ある社会的扶助が皆無であ

った事情による。例えば救貧法はエンゲノレスも指摘しているように町， 囚人以

下の処偶をすることによってその救助を制限していたのであって，その意義は

労働貧民の保護としての機能よりも，労働力政策としての機能の方が強かった

と考えられるへ また工場法についても，その保護は繊維部門などの年少者と

婦人に限られ，さらに工場管督官の絶対的不足や軽い罰金制度のためあまり効

1) 戸瞳氏はより点に関して， r当時。棉工場に登場した婦人，年少昔，児童は貧困家庭o窮迫申
過程で， やむなく雇用を求めるにいたった不執棟労働者を主体としておりJ.家計補充的責労
働者で. r経済的には骨闘力白『価値分割』の過程とし℃怨定すべき Cある」としている.戸程
秀夫「イギリス工場法成立史論ム 1966年.， 171-172へージ。
2) ェンゲルス「イギリスにおける昔働糟級白状態』武田乱 1969年， 285-290ベータ.
町小川氏によると. 11834年の『新故誼法』が産業資本確立期の労務政策としてになう意義につ
いてはー要するに，それは. ~努働能力を持つ貴民』に対しては一切の院外救助を拒否し，かつ

院内救助といえどもただ最も屈屠的な条件において白み与えるととによって，故田に対する申請
を最小限度に抑え，一方では『費民』を維持するための納税者の負担を軽戒して資本蓄積を促進
するとともに，他方では賃金背働者化の 層の推進と苦闘市場における輯制限な自由取ヲlの樺晶E
とを企図するものにほかならなかった。」小川喜一「イギリス社会政策史論J，1961年I 144へ←
ジ
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果はなかったと考えられるへ また一部の熟練労働者は白主的な共済組合を設

すし疾病，失業時の生活に対処しようと Lたが，その給付内容はきわめて不

十分なものでしかなかったへ

以上のような社会的扶助の劣悪さのために，当時の労働者は自分達の生活は

自らの手で維持しなければならなかったのであるo このことは当時の労働力の

価値がきわめて低く，彼らの低賃金でも生活を維持しえたことを意味する。労

働力の価値がこのようほ低かったのは基本的には生産力の低さ，労働者階級の

闘争力の弱さ，ことに繊維部門などの近代的産業分野では婦人労働者や児童が

大きな比重を占めていたこと，さらに親方下請制， 家内労働の広範な存在"か

らもわかるように，近代的労働者階級としての未成熟，したがって近代的労働

者階級としての自覚の未成熟による。そのために生活様式・生活水準・生活意

識などの面で封建社会のそれとあまり変わることがなかったのである。それは

マルク λ の次0)有名な指摘からも明らかであろう I貧困，労働昔，奴隷状態，

無知，粗暴，道徳的堕落の蓄積」円

しかし産業資本主義段階の末期から独占段階にかけてこうした「原生的労働

関係」は漸次変化してくる。一つには独占価格の設定によって生活手段の価値

と価格が弟離しはじめたこと，二つには生産力の発展によって諸商品が豊富に

なってきたこと，きらに熟練労働者達の職業別組合=新型組合が崩壊しそれ

4) 戸塚氏によると，工場法は労働者階級の闘争によっ C成立したり Gなく，問問的な大工場主り
構想のもとに成立したよと，したがって工場法は「自由放任」白原理を否定するものではなく，
多少修正するもりに他な占ず，その保護は児童，年少者，婦人に限らオい成年男子労働者は何ら
保護されず，また適用産業も繊維産業など数種類に限られ，制度の実施上でも，工場管督官の欠
如あるいは不足，軽い罰金制度によりあまり効果はなかったと考えられる。前掲書， 285-300へ
ーン.

5) 小川氏によると，友愛組合の組合員は当時の賃労働者白河ほどにすぎず. r瓦愛組合による疾
病保険制度仁加入Lえたのは，実は，労働者田中にあっても比較的高額の賃企を取f号する人々 に
限定されていたといってよく J. 不熟練労働者はこれから排除されていた。 またその給付内容も
きわめてヌ十分なものであった。前掲書， 144、 ジロ
6) 戸壇氏によると.1816年と1833年では，対象綿工場において.18歳米満の年少者，児童，婦人
労働者は全労曲者の70~剖うらに達していた。そして復ら白半数は職工に匝われ，彼らから賃金が

支払われていた。前掲書:， 150ページ。
7) マルクス「資本論」一品③，大内細川l監沢.1968年.840ぺージ@
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まで労働組合から疎外されていた不熟練労働者達が産業別組合を結成しはじめ

(新組合運動)，政治闘争との結合を強めたと "(:8'. などにみられるように，ょう

やく階級としての向覚にめぎめ，その闘争力も飛躍的に高まったこと，さらに

賃労働者化の進展によって，老齢貧民の問題化に典型的にみられるように，生

活基盤が著しく不安定化，脆弱化したこと，などによる。しかしながら労働条

件は依然として劣悪であった。チャールズ・プーλ'/ドニー・ウ z ップ， B・

5・ロウントリーの調査にみられるように， 家内工業や小工業での広範な苦汗

制度の存在，ロンドンやヨーク市民の30J右前後におよぶ「肉体的生存の最低標

準Jを下まわる貧困者の存在， とくに悲惨な老齢貧民の存在が明らかになっ

たへ ここに19世紀末から20世紀はじめにかけて各種の社会保険が登場する歴

史的必然、性があったのである 10)。社会保険が労働者の拠出金のみで成立するな

らば，それは以前として賃金から支払われるのであるから，労働者全体につい

てみると労働力の価値と価格は一致する。しかし友愛組合の崩底にみられるよ

うにu九労働者の拠出だけでは制度が運営されないところに社会保険が登場す

る〔保険原理にもとづく危険の分散という面もあるが)のであるから，社会保険が登

場するということは労働力の価値と価格の諦離を前提としているのである。

以上から，労働力の価値と価格が傾向的に誰離するという現象は独占段階に

おいて生じたといえる。この場合.労働力の価値は賃金と社会保険の給付金の

合計であり.何ら規範的なものでなく，客観的な，社会的必然性によるもので

B) ユ9世紀の最後の20年聞に労働組合運動に大きな変じがあらわれた， Iかくして新しい組合が，
次々に多〈の職場に作られていった。皆働組合運動は飛躍的にその強さを増し九 そして影占
に重要なこととして挙げねばならないのは，大不況にあたって消漉していた労働晴階級独自の政
治活動という観念が力強〈復活し」犬二 G・n'H.コ ル「イギリス苦働運動史Jm，林，河
上.喜治訳， 1957年， 5ベ←ジ9
9) 岸本英太郎「社会政策」第5版， 1968年， 219-223ベ}ジ. 241-242べ一九
10) ドイツでは1883年の疾病保険法.84年の工場災害保険法， 89年り養老廃疾保険法の成立，イギ
リ久では1908年四無拠出「老齢年金法」を通じて， 1911年に国民保険法が成立.
11) 共済組合がその給付水準の劣悪さにもかかわらず財政的危機に瀕したのは19世紀の末であ。，
「かくして， ~国民保占食法』の誕生の前夜におし、て，すでに『一般友愛組合』は，労欄者階粧の

自痛手段としての本茸叶内役割を十分に果しえない事実をますます明白にしつつあったJ，小川，
前掲書" 148へジ。
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ある。国独資段階の分析は省略するが，そこでは生産力の著しい発展，労働者

階級の闘争の一層の高まり，資本主義的諸矛盾の激化によって，労働力の価値

と価格の弟離は一層大きくなって，労働力価値は賃金と社会保障の給付金およ

び社会的共同消費手段の給付額の合計となろう。

先の論文とこの節で述べたことから，労働力の価値と賃金の変動を図示する

と次のようになる'"。

産業資本主義段階 独占段階 国独資段階 生活必需品の価格
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図 1 労働力の価値と実質賃金の変動

111 労働力価値の下限の計測

この節では労働力価値の計測， とくにその下限に関して若干の方法論的な問

題について述べることとする。詳しい実証的研究は別の機会にゆずることとす

る。

従来の最低生活費の研究には，小沼正氏によると， (1)マーケット・バスケッ

ト方式， (2)エ Yゲル係数停止方式〔この中には森田優三氏の方式と，龍山京氏，中

鉢正美氏の履歴現象の理論が含まれる)， (3)労研方式などがある131 しかしこれら

12) 短期的には生活必需品の価値と価格は異なった変動をする白であるか，産業資本主義段階では
とれらは長期的に 致する申で，図を簡単にするために， ζこでは短期的にも一致するとした.
13) 小沼正.わが国戦後における最低生活費研究の系譜， I季刊社会保障研究J，第3巻1号， 1968 
年 6月， 13へジ。



72 (175) 労働力価値の変動白歴史的分析および労働力価値の下限の計調j

の研究については多くの問題がある。第ーに，マ・パ方式では「算定者のいだ

いている何らかの判断によって，あらかじめ定めtられている水準に概略を合せ

て内容を組むJ10としヴ恋意， 主観が入り， 第二に，森田氏のエンゲノレ係数停

止方式では. I雑費などがゼロになる前に，飲食物費の相対的減少がみられ，

エンゲル係数の増加が停止する」点を「正常な健康維持を標準とする最低生活

費J'日とするのであるが， 今日では低所得層の家計費に占める住居費， 雑費な

どの占める割合が高くなっており16¥ しかも住宅不足の激化などによって，そ

れが労働者の中・上層にまで波及している事情のもとで，単なるエンゲル係数

の高低によって最低生活費を算定することはきわめて不十分である。第二に，

履歴現象の理論では，それぞれの社会階層には独自白「最低生活費」が存在し，

その点は，特定の社会階層

において収入が低下しでも， 支
出

ある水準 (C~D) まで低下

するとそれ以降は支出を減

らせず，貯蓄の食いつぶし

ゃ家具の安売りなどによっ

て従来の生活を維持しよう D 
I 

とする。この水準をその階

層の「最低生活費」とする

というものである。そして

収入がそれ以下に低下する

A 

収入

図 2

と，その階層より下の階層に転落せざるをえないとする。この見解にみられる，

14) 同上， 17ベジー

15) 向上， 18-19ベジ.

16) 大本民はこの点について次のよラに述へられている凶「住宅所有明遠いによZ食料費をみる九
住居費負担が高い持家(ロ γ返済有)，民吉借家においては，収入が低い階層ほど， エンゲル
保数は低、、値を示」し (5ページ)， rその結果，ュγグル係数の持つ意味について再検討する必
要が生じているように思われる.J(8ヘ ク〕と述べられている@大本圭野，佳居費負担と家計
構造， r国民生活研究」第13巻 1号.1973:年6月。
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それぞれの社会階層に独自の「最低生活水準」があるという指摘は正しい。そ

れは東大社研の研究によって証明されているとおりである問。しかし問題は，

それ以下の生活では労働力の正常な再生産が不可能であるという絶対的な水準

があるはずであるが，それをどこにおくかとL、う問題が生じる。第四に，労研

方式では，その調査項目の多様さ(世帯構成・学歴・職業・収入・住居り諸条件，寝

方，被服所持数，家具什器所持数，文化的生活内容新聞， 読書，映画など，主婦と児

童の知能，よみか雪検査，一般健康診断，体格，体力検査，血液，尿検査なりから，

最もすくれた，包括的な最低生活費研究の方法であるが，その問題点は生活水

準，生活構造の変動にとうてい耐えられないことである。生活水準・生活構造

り変動にともない消費単位も再計算しな円ればならないし，上述の多くの調査

項目の諸条件を変化させねばならなし、

以上りように，従来の最低生活費の研究にほ多〈の問題があるが，特に重要

なのはそれらのすべての研究が経済理論との関連において研究されていないと

いうことである。経済理論左の関連がないとい弓と土は，最侭生活水準が概念

的にとらえられないということを意味するのしたがって最低生活費あるいは最

低生活水準を労働力価値という経済理論と結びつけて明確化する必要がある。

既述したように，労働力の価値とは， r特定の社会において労働者階級が消

費することを社会的に強制され，かっ入手可侍な労働者およびその家族の生活

手段の価値Jである。 したがって労働力価値とは何よりも実態生計費 f也帯当

初でなければならたい。第二に，労働力価値の上限は労働者上層の生活水準

として問題はないであろうが，問題は労働力価値の下限をどの生活水準におく

かである。その指標は次の三点が考えられる。

(1) 労働力の再生産が可能である生活水準，

(2) 世帯の有業率が急速に高まる階層の生活水準，

(3) 自営業を分解させうる生活水準，

17) 氏原正治闘L江口英，都市における貧困周の分布と形成に関するー資料村弘「社会科学研究」
第8巻1号) 1'956年11月， 103ページ。
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まず第ーの点からみると，多くの研究にみられるように，臨時・日雇労働者

世帯の特徴は世帯規模が小さ<，欠損家族の比率がきわめて高いことである。

東京都労働局の調査では>8'一人世帯が35.2%.二人世帯が 13.6%.三人世帯

12.2%であり， 専修大社研の調査でも'"山谷日雇労働者のうち配偶者なしは

74.3%， 配偶者はあるが別居している者は 16.3%で，全体の 90.6%が単身者で

ある。その結果欠損家族の割合もきわめて高<.阿部とし子氏によると，筋肉

労働者て夫婦家族の世帯のうち欠損家族の割合は， 大企業工員 1.2%， 中小企

業工員5.0%であるのに対L.盾員サーピス従事者23.4%.失対労務者28.6%.

被生活保護者41.6%と急激に高くなっている問主こうした現実の背景には彼ら

の単身者的賃金があるということは周知のことであるo 例えば都市の日雇賃金

は「屋外労働者職種別賃金調査」によると，昭和49年度では，その平均にもっ

とも近い建設業の士での一日当り賃金は4，544円， 一月平均の労働日は 21日で

あるから，その月収は約 9.5万円となるのそれに対して 20~24歳の男子青年労

働者のそれは「賃金構造基本統計調査」によると，調査産業計では Iきまっ

て支給する現金給与額」で約9.3万円. I年間賞与その他特別給与額」をも含め

ると，一月平均 10.8万円となる。このように日雇賃金は20~24歳の男子労働者

の賃金を下まわるのであるが，先にも引用したように，岡崎氏によれば，この

青年労働者の低賃金こそが20~24歳層の有配偶率を異常なほどに低めさせてい

る重要な原因の一つであった。こうして. 20~24歳の青年労働者の賃金を下ま

わる臨時・日雇労働者の賃金こそ彼らの世帯を小規模にさせ，あるいは欠損家

族の割合を高くしている原因なのである。以上から明らかなように，臨時・日

雇労働者の賃金，生活水準や生活保護基準では労働力の正首な再生産をおこな

うことができず，したがってそれbは労働力の価値以下の賃金，生活水準であ

るといわねばならない。

第二の点についてみると，たしかに低所得世帯における有業率が他の世帯に

18) 東京都骨働局「日雇労働者生活実態調査結毘報告書ム 19同年 3月， 24-'" ジ。
19) 専悼大社研， 日雇労働者一山谷の生活と労働.r社会科学年報」第8号， 1974年" 62ベージ@
20) 阿部とし子，低所持層における忌族の特質.r厚生の指標」第16主主1号， 1969年1月.20ベージ.
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比し高いということは多くの調査で明らかにされている。例えば前述の東京都

の調査では， 日雇労働者の一世帯あたりの平均就業人員は1.49人，一人世帯を

除いた平均世帯人員は1.76人で， I日雇労働者の世帯構成が一般の勤労者世帯

より低いにもかかわらず，就業人員構成は逆に高〈なっているJ2I九 しかし今

日の有業率の変動における特徴は，中高年婦人の有業者化が単に労働者下層の

みでな<.上層にまで波及してレることである。東京都の調査によると，婦人

ミートタイマ←は既婚者が9割をこえるが， I夫のあるもののうち 40.8%のも

のが事務，販売技術職に従事している。さらに公務員の 12.2%のうちに事務職

や専門職も含まれるわけで， ほぼ半数がいわゆる新中間層，ホワイトカラ一

層」ω であり，また大阪府立職業サービスセンターの調査でも，内職就業世帯

の社会階層は「技術，管理，事務がそのうち 43.6%を占めもっとも多い。これ

についで多いのが29.7%の運輸，技能，生産，単純労働の家庭である。 この

10年間にホワイトカヲーが 30.7%から 43.6%へ， プノレ カヲーが40.1%から

29.7%になっており， 内職就業世帯の社会階層が逆になったことを示 Lてい

るJ2.3l といわれている。こうしたことは一方でほど〈少数の特権層を除いた職

員層の社会的地枕の低落の結果であり，他方では低所得層の生活様式の変化一

社会的強制による耐久消費財の普及といったーによる生活水準の上昇の結果，

両者の生活様式，生活水準が類似化したためであろう。したがってこの指標に

よって労働力の価値の下限を規定するならば，今日では労働者上層のかなりの

部分が労働力価値以下の生活水準に転落してしまう。これは不合理である。こ

の点で注目すべきは東大社研の研究であろう。それによると，男子世帯主の社

会階層が上位の階層では配偶者の内職や家内労働が多いのに対して，社会階層

が低い階層では内職や家内労働では不十分で，恒常的な被用者にならざるをえ

ない2へしたがって今日では，単に有業率のみならず，有業化する場合の雇用

21) 東京都皆働局，前掲書.25， 26-27ベージ。
2~) 東京都労働局.r婦人パートタイマーり実情ム 1975勾ろ 122べ一九
23) 大阪府立職業サ ビスセンタ . r内職就業基本調査結果報告書.1.1968年度， 16-17ベ /， 
24) 民原，江口，前掲奈岳志 118-120ヘ ジ.
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形態などについても考慮する必要があろう。

第三の点についてみると，抽象的には，すなわち都市と農村において自由な

労働移動があり，就業機会もあると仮定すると，労働力価値の下限は自営業層

を分解させうるものでなければならないということは自明である。なぜなら都

市の労働者の下層部分の賃金，生活水準が自営業の下層部分のそれより低けれ

ば，前者は帰農するであろうし，後者は都市へ流出しないであろう。その結果

相対的過剰人口の給源は枯渇してしまうであろう。それは資本制的生産様式の

前提条件が崩壊することを意味する。したがって資本制的生産が絶えず再生産

されるためには，労働力の価値の下限が自営業を分解させうるものでなければ

ならないというよとは自明のことである。しかしその具体的な計測は実に困難

である。第 に，都市と農村に就業機会があるか，すなわち自由な労働移動が

ありうるか削，第二に，農民層分解といっても次三男(女〉の単独流出，長男の

単独流出，世帯主の挙家流出があり，流出形態、も通勤流出と離村流出があり，

そLてそれぞれの供給価格が異なるということである附。こうした問題は従来

から「農家労働力の供給価格JとLて議論存れて雪ており， 多〈の研究があ

る叩。しかしこ ζではそれらについて言及する余裕がないので，世帯主の挙家

離村について簡単にみてみたい。ただし先にも述べたように，都市と農村で自

由な労働移動があるか，あったとしても経済的理由のみによって移動するとい

えるか，など問題が多い。したがってここで述べることはそうした仮定が成立

25) 梅村民は，農工間賃金格差は農業から工業への移動の可能性を生ぜしめるが，それが現実化す
るか否かは都市において就業機会があるか否かによるとする。梅村又次「賃金雇用・農業」
1966年.205ベージ。 また商氏によると，農家人口に対する非農業部門での需要は， 主として非
農業部門における経由活動(就業機会〉の水準に怯存し，非農業部門の賃金はあまり影響を与え
ない巴これに対して農家人口の非農業部門への供給は，農工間賃金格差に敏感に反応する G 南挺

進， 日本の農家人口移動，西川俊作編「昔働市場 1.1971年.65ベージA

26) この点については. I家制度Iの視点から，それぞれの供給価格が異なるということを述べて
いるのは並才，JE吉氏である】 産業労働者の形成と農家人口， 東畑宇野編「日木資木主義と農
業J1959年.162-163ペジ。
27) 例えば民原正治郎， 日本農村と労働市場.rs本労働問題研究 1，1966年，小材曜 「就業措造
と農村過剰人口J.1962年，増井孝夫， 農家労働力の供給価崎，大川 司編「日本農業の成長分
析J，1963年，同，農家労働}J供給側楢再論.111野，加藤編「日本農業と経済成長J，197C年。
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するということを前提とした特殊なケースにすぎない。詳しい実証的研究は今

後の課題とする。

世帯主が挙家離村するための条件は，挙家離村した場合に得られるべき世帯

所得が， 現在の農家所得(=農業所得+兼業所得)より大でなければならないおヘ

ということである。しかしこの条件が満たされるのは今日ではごくまれで，考

えうるのは近くに労働市場がなく，恒常的な職員兼業あるいは賃労働兼業の機

会がなく，臨時的な通勤兼業あるいは出稼ぎに依存せざるをえない場合のみで

ある釦〉。こうした臨時的な通勤兼業あるいは山稼ぎの賃金が都市の口雇賃金と

平準化しているということは多くの人々の指摘するとおりである問。そうする

と，挙家離村しうる場合の供給価格は，農家下層の農業所得+臨時的通勤兼業

あるいは出稼ぎの賃金(=都市の日雇賃金〉を上まわればよいということになる。

そこで「農家経済調査J(昭和49年)によって農家下層の農業所得をみると，都

府県平均で O.1~O.5ha， 22.6万円， 0.5~ 1.0ha， 72.3万円となっており，これに

対して都市の日雇賃金は先にもみたように， 建設業の土工の月収は約 9.5万円

となる。 したがって 0.1~0.5ha の農家世帯主が通年出稼ぎした場合の農家収

入は 22.6万+9.5万 x12=133.6万円となり， 0.5~1.0ha の農家世帯主が 6 カ月

出稼ぎした場合の農家収入は72.3万+9.5万 x6=149.2万円となる。他方「家計

調査年報」によると， 臨時日雇労働者世帯の年間実収入(これは年間収入5分位

階級別では第 15分位に等しい)は11.7万x12=140万円，また1O~100人規模の小

零細企業の労働者世帯の年間実収入は 16.1万 x12=193万円になる。 したがっ

28) 氷尾誠よ助，兼業農家7)滞留精造，山岡亮一先生還暦記，~ r現代農業と小島問題J，1972年，
124へージ
29) 最近における出稼ぎ町特徴は， ω中高年齢者，とくに世帯主や長男が圧間闘に多いζと，骨出
稼ぎ¢長期化，通年110.@上層農ほど出稼ぎ者白増加率が大きいこと，③出稜I!先産業では建設
業が圧倒的であることである。宇野忠義，最近における山形県の季節出稜ぎ急増の実態とメカニ
ズム. i農業総合研究J第26:巻4号， 1972年10月，また東京都労働局の調査では，建設業におけ
る出稼ぎ労働者は職種別には士工，軽作業人夫が，雇用形態別には臨時， 日雇が圧倒的に多い。
東京都労働局「産設労働わ実態1.1970年10月.27へ 少。
30) 例えば田代，花田編「現代日本資本主義における農業問題 1，1976名 223-224へージ，御園喜
博著「現代農業経済論J，1975年.98ペ ク固
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て 0.1~0.5ha の農家の通年出稼ぎ化した場合の農家収入133.6万円， 0.5~1.0ha 

の農家の半年出稼ぎ化した場合の農家収入 149.2万円は都市の臨時・日雇労働

者世帯の年間実収入とほぼ等しく，このととは臨時・日雇労働者の収入水準=

生活水準では最下層の農家世帯主きえ分解させえないことを意味する。それに

対して1O~100人規模の小零細企業労働者世帯の年間実収入193万円と比較する

とかなりの格差があり，したがって最卜層の農家は小零細企莱労働者世帯の年

間実収入が得られれば挙家離村するといえるであろう。実際，労働省の調査に

よると，農業転職者の就業先事業所の規模は 30人未満が 35%，30人以上100人

未満が27%，100人以上300人未満が21%となっていて，全体の 8吉Jが巾小零細

規模事業所に転職してL、るのである""。なおつけ加えておくと，長男の単独流

出については増井氏によれば. 1O~99人規模の企業白高校卒業程度目労働者の

としてなら流出可能である。

以上に述べた諸指標と龍山氏などの履歴現象の理論から，労働力価値の下限

は小零細企業労働者の生活水準で，かっ履歴現象が現われる生活水準 (C~D)

とすべきであると考える。そのうえで労研方式のように多〈の調査項目にわた

って分析すべきであろう。したがって，最低賃金額も共動きに対する社会的制

約が多い現状では， この.lO~100人規模の企業の労働者の世帯収入ぐ世帯主収入

ではない〉におかれるべきであると考える。

第三に，労働力の価値の上限と下限は次第に接近する傾向があると考えられ

る。それは上述のように，一つには労働者上層の落層化によって，職員層の家

計構造が下層のそれに接近してきたことによるが，他方では労働者下層ほど耐

久消費財や公共料金などの「社会的強制支出」の占める比重が両くなっている

ことによる'"。そ三で「家計調査」によっ亡第 15分位と第V5分位の実収入

31) 労働省職安局「農業転職者就業実態調査結果報告書.1970年. 5へ 三人
32)在口氏によると，第15分位層は第V5分位層より耐久消費財などの「大企業性製品」や「公
共性料金費目」の消費支出に占め忍比重が高しその結果低厨得層日ど「社会的強制支出」の
比重が高〈なっている.江口英一，物価狂乱による「生活崩壊」申進行と畳低生活基準.r経済1
1974年12月， 112-113べ丸



第 121巻第3号 (182) 79 

と実支出をみると，両分位の実収入の格差が昭和32年の 5倍から45年の 2.6倍

にまで急速に縮少するにともない，実支出も 3.3倍から 2.4倍にまでその格差を

縮小せLめている(表1)。 そしてこの格差を縮小せしめた支出項目は住居費

(家具什器も合む)と雑費(と〈に教育費〕で， 消費支出に占める住居費の割合は，

昭和45年には32年の 1.79倍(第V5分位は1.17倍)，雑費の割合は1.4日倍(同1.26

表 5分位階級別にみた実支出と実支出

実 収 入 実 支 a¥ 

| 第 1 5分位 第V 5分位 第 1 5分位 第V 5分位

昭和32年 12.543 (100) 63，331 (505) 15，328 (1日0) 50，461 (329) 

35 15，795 (1日0) 79，540 (504) 18，430 (100) 61，589 (334) 

40 28，671 (100) 126，173 (440) 33，105 (100) 95，174 (287) 

45 65，776 (1日0) 172，298 (262) 56，886 (1日日〕 135，007 (237) 

総理府「家計調査年報」剛和::S:l年， ::J5年.4仁年.45:年

表 2 5分位階級別にみた各支出費目の消費支出に占める割合

第 I 第E 第四 第1v 第V

c!食料費/iI"費支出 520 96 478 % 442 % 410 % 349 94 

②住居費/ 。 70 7.4 78 76 79 

昭和32年 ③光熱費/ 汐 6.0 5.3 5.1 4.8 4.5 

也被服費/ 。 9.0 11.2 12.2 13.3 14.4 

⑤雑費/ lケ 25.5 283 30.1 33.4 384 

①食料費/消費支出 37.9 34.9 33.6 31.6 27.8 

e住居費/ 必F 12.5 12.8 11.5 10.6 9.2 

昭和45年 ③光葬~，費/ If 4.5 4.0 3.7 3.6 3.3 

@被服費/ If 9.5 9.9 10.6 11.0 11.3 

@雑費/ λF 35.6 38.3 40.5 43.3 48.4 

4そ5年れの¢割欄っを32年の 72.9 73.0 76.0 77.1 79.7 
で たも四 178.6 173.0 147.4 139.5 116.5 

32年と45 以下同じ
年の対比

75.0 75.5 72.5 75.0 73.3 

105.6 88.4 86.9 82.7 78.5 

139.6 135.3 135.0 130.0 126.0 

総理府「家計調査年報」昭和田年.4昨年
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倍〕となって， 低所得層における住居費と雑費の伸びが生活様式を硬直化させ，

家計を硬直化させている大きな原因であるといえる(表2)。こうした生活水準

の上昇による労働力価値の上限と下限の接近は， JJrJ稿で述べるように決して生

活内容の安定化を意味せず，むしろ生活の不安定化の労働者上層への波及であ

り，全体としてみると生活構造の著しい不安定化以外のなにものでもなし、制。

そして特に重要なことはそれが自営業の分解，婦人の有業者化を促進すること

によって，不安定就労者=過剰人口を「創出」することである。詳しくは別楠

℃分析する。

辰後に，今までは労働者世帯の家言l収支のみに言及してきたが，独占段階以

降， と〈に国独資段階では，労働力の価値は賃金と社会的諸給付(社会保障や社

会的共同消費手段)の合計になるu したがって今日の労働力価値を計測する場合，

単に所得の再分配だけでなく，見トックの分再iO，再分配についても考慮する必

要がある。

IV要約

以上に述べたことを要約すると，

←) 労働力の価値とは， i特定の社会において労働者階級が消費することを
社会的に強制され，かっ入手可能な労働者とその家族に必要な生活手段の価

値」であり，それは単に生理的なものでなく，歴史的・社会的なものであるが，

しかしそれに含まれる個々の内容，例えば熟練の育成費，災害，疾病，失業，

老齢による労働不能の場合の生活費，教育費，娯楽費などが労働力の価値に含

まれるか否か，あるいほどの程度まで含まれるかは，基本的には生産力の発展

と資本主義の諸矛盾の激化，および労働者階級の闘争力に依存する。

33) この点について安原氏は訳のように述べている。「くやりくり余梧〉の程度が著しく低Pしたな
かでの雑費支出の増大が戦挫の都市生活者の 特質なのである。 こりような戦前，戦後の宝出
構造の相違に示される都市生活形態。変化は， く安定・低文化消費型〉からσミ安定 高士化消
費型〉への変化と言えJ，r支出構造の不安定性と硬直'自己よって示される 4生活不安'>Jは封働
者上層にまで波及しているとされる。安原蕊都市生活の支出構造と低所得層， r都市問題」第
四世2号， 1967:年2月， 17-18ベータ， 25ベジー
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七) 労働力の価値の変動についてみると，それを上昇させる要因と低下させ

る要因があり，長期傾向的にみると上昇きせる要因の方が強〈作用すると考え

られ，その結果j 労働刀価値は短期的には低下することはあるが，長期傾向的

にみると必ず上昇する。ことに独占段階以降にその上昇テンポが強まる。

(今 労働)J価値は賃金と密接な関係にあるが，基本的には生産力り発展に規

定される客観的な大雪吉である。労働力の価値が賃金よりも大きくなった場合，

労働者は一方で世帯の有業率を高めて収入を増加させながら，他方で生活構造

を変化させて而者を一致させようとする。こうした自助的方法で対応が可能で

あった問は労働力の価値と価格は一致していたと考えねばならない。こうした

私的な方法で対応で;8-なくなっ介時，労働力の価値と価格は宋離しはじめ丈Fの

である。

同労働力の価値と価格が請離するという現象が生じたのは独占段階以降で

ある。その原因は生産力の発展と独占の形成，資本主義的諸矛盾の激化，労働

者階級の闘争力の発展などである。この格差は社会保障や社会的消費手段によ

って補われねばならないのであるから，労働力の価値は賃金とこれらの社会的

給付の合計であり，賃金は労働力の価値によって規制されることは明らかであ

る。また独占段階以降では生活必需品の価値と価格が希離するのであるから，

労働力の価値という慨念を区別する必要がある。一つは木来の意味での労働力

の価値で，生活必需品の価値に等しいものであり，他は生活必需品の価格であ

る「労働力の価値Jである。独占段階以降では，主として後者の「労働力の価

値」が問題となる。

恒) 労働力価値の下限は，①労働力の再生産が可能である生活水準，①世帯

の有業率が急速に高まる階層の生活水準，③自営業を分解させうる生活水準，

の三つの指標から検討すべきである。具休的には， すなわち現代の日本では

1O~100人規模の小零細企業労働者の牛活水準とすべきである。

付前述したように. I新しい貧困」論の最大の問題点は，現代の貧困現象

が全然法則的にとらえられていないこと I古い貧困」との関連，総じて貧困
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現象の法則的・体系的把握ができていないことである。労働力価値の上昇，と

くにその下限の上昇は農民などの自営業の分解，労働者上層にまでおよぶ婦人

の有業者化を促進することによって，不安定一低所得労働者を創出し，さらに

中高年労働者の過剰化，職員層の落層化とあいまって，老後生活の絶対的貧困

を一般化させている。このように労働者の欲望水準の上昇といった「新しい貧

困」が不安定・低生活水準といった「古典的貧困Jo:大量に創出しているので

，ある。

作) 今日の労働者生活は賃金だけで生活することはほとんど不可能となって

おり，社会保障や社会的消費手段によって保障されることが不可欠となってい

る。このことは賃金制度そのものの廃止の客観的条件が発展しつつあると E者

意味する。労働力の価値と価格の訴離という現象を否定するならば社会保障の

必然性も理解すると色ができないし，また賃金制度すなわち資本主義制度の歴

史的限界~，IEしく把握できないであろう。


